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県有施設の保有総量縮小・効率的利用・長寿命化の推進

官庁施設
分野

青森県県有施設利活用方針（平成19年3月策定）に基づき、

県有施設の保有総量縮小、効率的利用及び長寿命化を、組織

的かつ継続的に推進する取組。

施設の統廃合等による県有施設の縮小化・利用効率化・長

寿命化を、極めて早い時期から全庁的な体制構築を行い、組

織的・継続的に取り組んだ。さらに、こうした先進的取組の

効果を定量的に示し他の自治体に研修や講習会を実施するな

ど、水平展開に向けた取組が高く評価された。

青森県では、平成１６年度に庁内ベンチャー制度に

よりファシリティマネジメントを事業化して以降、平

成１９年３月には「青森県県有施設利活用方針」を策

定するなど、総務部長が事務を統括する全庁的な公共

施設等のマネジメントを実施しています。

この度は、国土交通大臣賞という大変名誉な賞を

頂き光栄に思います。引き続き、ファシリティマネ

ジメントの考え方に基づき、膨大な量の県有施設を

効率的に管理し、効果的に利活用することで、次世

代へ価値ある施設を継承していきたいと考えていま

す。
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県有施設利活用方針に基

づく取組により、庁舎等

の移転・集約や不要施設

の売却、庁舎や学校施設

の長寿命化等を推進。ま

た、国や市町村との連携

による利活用を推進する

ための研修会等を実施。

国土交通省国土交通省メンテナンス実施現場における工夫部門

青森県のファシリティマネジメント
－県有施設の移転集約や長寿命化の代表事例－

○県庁舎耐震・長寿命化改修工事 （平成27～30年度工事予定）
昭和35年竣工の県庁舎を、減築等による耐震補強と長寿命化改修により

100年庁舎へ

平成29年9月の施工状況

○弘前工業高等学校管理教室棟改修工事 （平成15～16年度工事）
昭和44年竣工の校舎を生徒・教職員参加による改修基本計画に基づき
長寿命化改修

○八戸高等支援学校新校舎整備工事 （平成27～28年度工事）
特別支援学校の教室不足解消のため閉校した普通高校校舎（昭和59年
竣工）を転用・長寿命化改修し、高等部を分離移設

○むつ市内庁舎移転集約 （平成26～28年度工事・移転等）
移転新築により遊休となったむつ警察署庁舎（昭和45年竣工）を転用・

長寿命化改修し、老朽化した保健所、合同庁舎に入居の福祉事務所・児
童相談所を移転集約等
余裕が生じた合同庁舎には、単独庁舎を移転集約し、跡地を売却

改修後

改修後

改修中

改修後

背景写真：県庁舎外壁の改修済の部分

取組の方向性 主な方策 平成28年度末時点の状況

保有総量縮小の推進

効率的利用の推進

長寿命化の推進

・廃止・遊休・低利用施設の
利活用と利用調整を全庁的
に検討
・新設や建替が必要となった
場合は、既存施設の転用を
最初に検討
・長期使用が見込まれる施設
の長寿命化
・市町村FM研修会の実施等

○廃止庁舎等の売却183件、庁舎等の
移転・集約10件等が完了
○保有面積のピークから約8.4％減少
約229万m2（H18年度末）
→約210万m2（H28年度末）

○改修後40年程度使用するための
長寿命化改修工事の実施
8施設（延床面積 31,029.82m2）完了
1施設（延床面積25,022.45m2）工事中
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積極的な売却等

・現在の遊休施設

・将来的な利用が見込めない施設

（人口減少／行政改革）

共同利用・省スペースによる集約

・利用状況の検証
・施設間の利用調整

目標年数に至るまで計画保全

・長く利用する施設への重点的措置
・長期的な財政負担予測と縮減

１．保有総量縮小

２．効率的利用

３．長寿命化
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